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論文の内容の要旨

wwwの出現と爆発的な発展の持期から、 WWWに発信される'情報資源をいかに収集保存するかは図書

館にとっての大きな課題であった。 Wv.，司fが社会的な情報基盤となった現在において、多数の畠立図書館

において羽市南f上の情報資源の収集保存、すなわち Webアーカイピングが行われている。その一方、Webアー

カイビングには、深層 Webの問題や収集する情報資源の網羅性の問題があることが広く認識されている。

こうした状況下において、本論文は、組織で運営する Webアーカイビングと言う視点から研究し、そのた

めの新しい技術を提案し、その実現可能性を実証したものである。

本論文は全8章で構成されている。第 1章で、本研究の背景、目的等の概説をした後、第 2輩において、

従来より行われてきた一般的な Webアーカイビングに関して概説し、本論文が述べる組織内 Webアーカイ

ピングに関する基礎概念を述べている。一般的な Webアーカイピングについては、主として先進各国の国

立図書館を中心に行われている網羅的収集、選択的収集といった収集方針に基づく取組み、 Webアーカイ

ピングを進める国際組織である InternationalInternet Pγeservation Consortium (IIPC)の取組み等を解説してい

る。次に、一般的 Webアーカイピングの問題点を述べ、それを解決するための手法として、情報発信者とアー

カイブ運営者の連携に基づく組織内 Webアーカイピングを提案し、その有効性について論じている。

第3章においては、第2章における提案を基礎として、組織内 Webアーカイビングシステムのモデルと

その構成方式について述べている。本論文が提案する組織内 Webアーカイピングシステムの特徴は、情報

資源提供者、あるいは Webサイトの運営者と Webアーカイブ運営者が協調する点である。本論文では、情

報資源提供者が提供やクローリング受入れのためのポリシーを定義する一方、他方で Webアーカイブ運営

者が情報資源を Webサイトからダウンロードしアーカイブするポリシーを定義することで、両者が協調し

て情報資源をアーカイブする仕組みを提案している。なお、本論文においては、システムを実現するための

Web情報資源のアーカイブのためのデータ形式、ポリシー記述のための形式、そして Webアーカイビング

システムの構成要素の実装について述べている。提案されたシステムにおいて、 Web情報資源蓄積のデー

タ形式は、 ResourceSet、Resource、Componentという 3階層からなっている。クローリングによって収集さ
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れた情報資源の管理、アーカイブにおけるアクセス管理等はこの階層モデルをベースにして行われる。また、

本研究においては、機関リポジトリ等でよく利用される DSpaceを利用して提案したシステムの試作を行い、

提案システムの実現可能性を実証している。

第4章においては、運用組織の異なる Webアーカイブを併合するための技術について述べている。Webアー

カイブには、アーカイブ全体の長期利用性と格納された清報資源の長期保存性の確保が求められる。アーカ

イブの長期間の手IJ用を考えた場合、 Webアーカイブを運営する組織そのものが統合されたり、消滅したり

することを考えなければならなし」本論文では、組織の消滅、統合、分割といった場合毎のアーカイブされ

た情報資源の管理方法と、組織構造の変化に伴う URLと組織資源提供サイトの対応関係の変化への対応方

法について、組織内 Webアーカイブのモデルとそれを実現するためのシステムを提案し、さらにそのシス

テムの試験的実装による実現可能性の検証を行っている。

公文書管理において、偶人情報を含む資料は、袋とじゃ墨塗りといったマスキングによる関覧制限がなさ

れている。著者は、これと同じ機能がWebアーカイブの場合にも必要であるという観点から研究を進め、

第5章において、 Webアーカイブに蓄積された情報資源の関覧制限技術について述べている。組織自体の

変化や組織のアクセス管理ポリシーの変化、そして経年によるアクセス制限条件の変化などの理由によって、

情報資源のアーカイブ時から実際の利用時の間にアクセス制限も変化していかなければならない。著者は、

アクセス制摂ポリシーを陽に記述することによってこうした向題に対処できるという立場から、本研究の組

織内 Webアーカイブシステムのためのポリシー記述に基づくアクセス制限のモデルを定義し、それを利用

したマスキングによる関覧制限のシステムの試作し、実現可能性を実証している。

第6章においては、前章までに述べた研究を基礎にして、組織内 Webアーカイブに蓄積された情報資源

の信頼性、データの整合性といった課題について検討している。ここでは、アーカイブを構成するための情

報資源の収集ポリシーと、アーカイブ管理のための管理ポリシーの2点から検討を加えている。

最後に、第7章では、本論文で述べた研究全体を振り返った考察を述べ、第8章において研究全体のまと

めを述べている。

審査の結果の要旨

WWWの爆発的な拡大と並行して、図書館界を中心として WWW上の情報資源を保存することの必要性

が論じられてきた。そうした背景の下、 Webアーカイピングは先進各国の国立図書館を中心として研究開

発が進められてきた領域である。こうした留立図書館中心の取組みは、人陪の取捨選択の判断に基づく選択

的収集、あるいは Web情報資源を収集するソフトウェアであるクローラによる自動的、締羅的収集によっ

て進められてきた。一方、 Webの広がりの中で、深層 Web(Deep Web) と言う名前で呼ばれる、一般的な

クローラによる自動収集の不可能な情報資源が、 Web情報資源全体の大きな割合を占めることも広く認識

されてきた。基本的に、深窟 ¥Vebは、 Web情報資源の提供者が、提供資源を外部からは見えなくする、あ

るいは機械的な収集を拒絶することによって形成されている。こうした深層 Wめが持つ情報資源の収集に

は、情報資源提供者がアーカイブ運営者と連携して提供資源を収集保存していくことが不可欠である。本研

究はこうした視点から、情報資源提供者とアーカイブ運営者の連携を可能とする環境として組織内で行われ

るWebアーカイビングの研究を進めたものである。企業や自治体等においてイントラネット内でも Web環

境を構築して情報資源の発信と共有はよく行われる。そうした環境向けの Webアーカイピング技術の研究

は有用なものであると考えられる。また、一般的なインターネット上での Webアーカイビングが主流であ

る中で、本研究はイントラネットを含む組織内環境でのアーカイピングの研究を進めたものであり、全体と

して独自性、新奇性に富む研究であると言える。
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以下に本研究の特色と認められる点をいくつか列挙する。

1.アーカイビングのための提供ポリシーや収集ポリシーを、陽にメタデータ表現することにより、情報資

源提供者とアーカイブ運営者の連携を可能にするのみならず、情報資源のアーカイブ後の環境変化に対

しでもメタデータを利用して対応することができ、情報資源の長期間に渡る管理性ならびに利用性を向

上することができる。

2.組織の消滅や統合などに対応するためのアーカイブ管理モデルを提案することで、アーカイブされたコ

ンテンツが、当初の組織のポリシーに基づいて蓄積保存されるのみならず、組織構造の変化があった場-

合でも矛盾の起こりにくいアーカイブの構成方式を示している。従来のアーカイブは、組織ごとに個別

のサーバを利用して実現されることが多く、組織構造の変化の場合にはサーバごと、あるいはアーカイ

ブごと新組織に移行するということを仮定していたが、本研究は、組織構造の変化を分類した上で、そ

れにあわせた収集、蓄積管理のポリシーを再構築することを提案しているので、組織構造の変化とそれ

に伴うネットワーク環境の変化に合わせたアーカイブ管理が可能になっている。今後クラウド化が進む

につれて、サーバと言った概念が不要になり、組織毎のアーカイブの実体も見えにくくなってくる。そ

うした環境化において、本研究が提案するアーカイブ構造の管理方法は有用性を増すであろうと期待で

きる。

3. 墨塗りなどのマスキング技術による関覧制御は、公文書アーカイブにとって必須である。現在、電子文

書であってもマスキングは入手によらざるを得ない作業であるが、本研究で開発された技術はマスキン

グ作業の自動化に有用であり、将来のアーカイブサービスの効率化に資するところは大きいと考えられ

る。

本研究では、提案したモデルに関して、システムを実装して、実現可能性を実証しており、提案モデルに

対する一定の信頼性を認めることができる。一方、研究室規模での評価を超えるには、今後、実務組織の協

力を得てより実務環境に近い環境における評価を行うことが望まれる。また、本研究そのものは 2004年頃

から 2009年ごろまでの時間をかけて行われたものであり、扱っているテーマもそれなりに広がりを持って

いる。そうした広がりを持つ研究であることは大いに評価することができる。その一方、論文全体を通じて

そうした特色とその中における著者自身の経験を反映した考察をもう少し深めることが望まれる。しかしな

がら、こうした点は、前の課題とも合わせて、本研究をより発展させ、成果を社会に還元するための課題と

言え、本論文の価値を損なうものではない。

以上のように、本論文の一部には今後の課題として残されている点も認められるが、本論文は、 Webアー

カイピングの大枠から、文書毎の閲覧制御といったアーカイブコンテンツに関する技術までを、組織内 Web

アーカイビングの視点から統一的にまとめたものであり、統合的なシステムとしてアーカイブをとらえてい

る点は十分に評価できる。また、組織内 Webアーカイピングに関する研究の先駆けとして、今後の Webアー

カイピングの発展のために有用な知見を与えることが期待できる優れた成果を挙げた研究であると評価でき

る。

論文審査ならびに審議の結果、審査委員全員一致で合格と判定された。

よって、著者は博士(情報学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。

886 


